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１ 総合事業の概要  ※ ５月の集団指導講習会資料より 

 

１ 制度改正の主旨 

予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護

保険制度の地域支援事業「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行します。 

既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなど地域

の多様な主体を活用して高齢者を支援します。 

 

２ 目的 

 総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多

様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対す

る効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的としています。 

  

1



３ 横浜市としての考え方 

 団塊の世代が後期高齢者となる2025年（平成37年）を目途に、高齢者・要介護者の増加に対応

し、高齢者が住み慣れた地域で人生の最後まで自分らしい暮らしを続けていくことができるよう、

地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを構築することが求められています。 

そこで横浜市では、次の基本的な考え方のもと、総合事業を実施していきます。 

○ 高齢者が要支援・要介護状態になることをできるだけ予防するとともに、高齢者自身の力

を活かした自立に向けた支援を行う 

○ 高齢者が住み慣れた地域の中で、人とつながり、生き生きと暮らしていくことができる、

多様で柔軟な生活支援が受けられる地域づくりを行う 

 

４ 総合事業の構成、サービス内容等 

 総合事業は、旧介護予防訪問介護から移行し、要支援者等に対して必要な支援を行う「介護予

防・生活支援サービス事業」（介護保険法に基づく第１号事業）と、全ての第１号被保険者等が

対象になる「一般介護予防事業」から構成されます。 

 

 
 

５ 総合事業実施後の利用手続 

サービス利用に至る流れとして、要支援認定を受け、介護予防ケアマネジメントを受ける流れ

のほかに、基本チェックリスト（当初は 18区各１地域包括支援センターの住民を対象に試行実施）

を用いた簡易な形でまず対象者を判断し、介護予防ケアマネジメントを通じて必要なサービスに

つなげる流れも設けます。 
 

 

● 要介護状態の予防と自立に向けた支援 

● 多様で柔軟な生活支援のある地域づくり 

横浜市の総合事業実施の基本的考え方 

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの

例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討する。 

 

②、③について、現在の
事業を継続して実施 
⑤について、27年10月か
ら２区でモデル実施 

     

＝28年１月から本市で

実施するサービス 
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２ 対象者と利用手続 

 

１ 対象者 

① 28 年１月以降に、新規・区分変更・更新 により要支援認定を受けた方 

（認定有効期間の開始年月日が 28年１月以降の要支援者） 

② 28 年１月以降に、基本チェックリスト（当初は 18 区各１地域包括支援センターの住民を対

象に試行実施）により事業対象者と判断された方 

 

＜注意＞ 

28年１月から市内全域で総合事業に移行していきます。②の事業対象者だけが総合事業を利用

する訳ではなく、①の要支援者が総合事業を利用するケースが大多数です。 

 

 
 

 

●横浜市総合事業開始 ●総合事業完全移行

更新の場合の総合事業への移行について(例）

H28.11.30まで予防給付 H28.12.1から総合事業

H28.12.31まで予防給付 H29.1.1から総合

事業

H28.1.1 H28.12.1 H29.1.1

（例１）

現在の認定有効期間

H27.1.1～H27.12.31
H28.1.1から総合事業

（例２）

現在の認定有効期間

H27.12.1～H28.11.30

（例３）

現在の認定有効期間

H27.12.2～H28.12.31

 

 

【ポイント】 

28年１月より前からの要支援者について、その認定更新等までは、従前の予防給付

（介護予防訪問介護・介護予防通所介護）としてサービスを提供します。 

28年１月以降に認定更新等により要支援認定を受けた方が訪問介護・通所介護を利

用する場合は、サービスが総合事業に変わります。（要支援者の認定有効期間は現在、

最長１年ですので、横浜市全体では28年１月から１年かけて移行します。） 
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２ 利用手続 

総合事業のみ利用する（予防給付の利用がない）ケースについては、従来の「介護予防サービ

ス計画」ではなく、新たな総合事業の「介護予防ケアマネジメント」を実施します。 

＜注意＞ 

総合事業の「介護予防ケアマネジメント」は市内全ての地域包括支援センターで開始します。 

 

総合事業実施後（H28.1.1～）の利用手続 

     ＝一部の地域包括支援センターで試行実施する部分 

○介護予防サービス
・介護予防訪問看護

・介護予防通所リハビリ

・介護予防居宅療養管理指導 など

○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型居宅介護

・介護予防認知症対応型通所介護 など

○介護予防・生活支援サービス事業

・横浜市訪問介護相当サービス

・横浜市通所介護相当サービス

・横浜市訪問型短期予防サービス

○一般介護予防事業
（※すべての高齢者が利用可）

・介護予防普及啓発事業

・地域介護予防活動支援事業

（元気づくりステーション）

・地域リハビリテーション活動支援事業

利
用
者

区
・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
相
談

認
定
調
査

医
師
の
意
見
書

要
介
護
認
定

認定有効期間の開始年月日
がH28.1.1からの

要支援１・要支援２

非該当

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

○その他

（※すべての高齢者が利用可）

・住民主体のミニデイサービス

・介護予防グループ
一般高齢者

要介護１
～

要介護５

事業対象者

変更なし

総
合
事
業

要
介
護
認
定
申
請

①

⑤

○介護予防サービス
・介護予防訪問介護、介護予防通所介護

（～平成28年12月31日まで）
認定有効期間の開始年月日

がH27.12.31までの

要支援１・要支援２
予
防
給
付

②
予防給付のみ

予防給付

総合事業のみ

総合事業

③

④

総合事業

 

 

【ポイント】 （以下の①～⑤は、上の図中の①～⑤に対応しています。） 

 「認定有効期間の開始年月日が H27.12.31 までの要支援者」の場合。 
① 総合事業移行期として、次の認定更新・区分変更までは、予防給付とし

て介護予防訪問介護・介護予防通所介護が引き続き行われますので手続等

に変更はありません。 

 「認定有効期間の開始年月日が H28.1.1 からの要支援者」の場合。 
② 予防給付のみ必要な場合⇒「介護予防サービス計画」 

③ 予防給付と総合事業が必要な場合⇒「介護予防サービス計画」 

④ 総合事業のみ必要な場合⇒「介護予防ケアマネジメント」 

 

 「H28.1 以降に基本チェックリストにより事業対象者」になった場合。 
※試行実施する一部のエリアのみ 
⑤ 事業対象者が総合事業を必要な場合⇒「介護予防ケアマネジメント」 
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３ 平成28年１月移行当初のサービス 

 

１ 概要 

◎ 訪問サービス 

  

予防給付

介護予防訪問介護 横浜市訪問介護相当サービス 横浜市訪問型短期予防サービス

1 実施時期 認定更新等まで

2 ケアマネジメント 介護予防サービス計画

3 サービス内容
アセスメントに基づいた多様なサー
ビス及び地域の通いの場等への参
加支援 等

4 サービス提供者
 介護予防訪問介護の
 指定事業者

横浜市訪問介護相当サービスの
指定事業者

区福祉保健センターの
保健師・嘱託看護師

5 サービスの基準 現行 現行と同様 ―

6 単価 現行
現行と同様

(１回あたりの単位等を追加)
なし

7 サービスコード 現行
新たなコード

（種類コードＡ１又はＡ２）
―

8 給付制限 あり なし ―

9 利用者負担 なし

10
限度額管理の有
無・方法

なし

11
事業者への支
払い方法

―

総合事業

28年１月以降の認定更新等から

訪問介護員による身体介護、生活援助

介護予防サービス計画　又は　介護予防ケアマネジメントＡ

介護給付の利用者負担割合と同じ

限度額管理の対象・国保連で管理

国保連経由で審査・支払
 

◎ 通所サービス 

  

予防給付 総合事業

介護予防通所介護 横浜市通所介護相当サービス

1 実施時期 認定更新等まで 28年１月以降の認定更新等から

2 ケアマネジメント 介護予防サービス計画
介護予防サービス計画　又は
介護予防ケアマネジメントＡ

3 サービス内容

4 サービス提供者
 介護予防通所介護の
 指定事業者

横浜市通所介護相当サービスの
指定事業者

5 サービスの基準 現行 現行と同様

6 単価 現行
回数等により整理し、
「要支援２・週１回程度」を追加

7 サービスコード 現行
新たなコード

（種類コードＡ６）

8 給付制限 あり なし

9 利用者負担

10
限度額管理の有
無・方法

11
事業者への支
払い方法

国保連経由で審査・支払

通所介護事業者の従事者によるサービス

介護給付の利用者負担割合と同じ

限度額管理の対象・国保連で管理
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３－１ 横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相当サービス 

 

１ 事業者の指定 

 

① 27年３月31日までに介護予防訪問介護・介護予防通所介護の指定を受けていた事業者 

  27年４月１日に総合事業（現行相当サービス）の指定を受けたものとみなされています。指

定の有効期間は、30年３月31日までです。 

※ みなし指定は、全市町村に効力が及びます。 

② 27年４月１日から12月１日までに介護予防訪問介護・介護予防通所介護の指定を受けた事業

者 

27年４月以降に指定された事業者については、みなし指定の対象になりません。 

年内の申請により28年１月１日にそれぞれ横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相

当サービスの指定を行います。指定の有効期間は、30年３月31日までとします。 

③ 28年１月１日からの横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相当サービスの指定 

  訪問介護・通所介護の指定を受ける事業者から申請を受け付け、訪問介護の指定事業者は横

浜市訪問介護相当サービス、通所介護の指定事業者は横浜市通所介護相当サービスの指定を併

せて受けることができるよう手続を行います。 

指定の有効期間の満了日は、訪問介護及び通所介護の指定の有効期間の満了日と同日としま

す。 

 

申請・届出とサービスコード 

【横浜市訪問介護相当サービス】

申請・届出 サービスコード 申請・届出 サービスコード

・27年3月31日までに介護予防訪問介護の指定
を受けた事業者（みなし事業者）

不要 A1 不要 A1

・27年4月1日から27年12月31日までの間に介
護予防訪問介護の指定を受けた事業者
・28年1月1日以降に訪問介護の指定を受けた
事業者

要申請 A2 要申請 A2

【横浜市通所介護相当サービス】

申請・届出 サービスコード 申請・届出 サービスコード

・27年3月31日までに介護予防通所介護の指定
を受けた事業者（みなし事業者）

不要 A6 要届出 A6

・27年4月1日から27年12月31日までの間に介
護予防通所介護の指定を受けた事業者
・28年1月1日以降に通所介護の指定を受けた
事業者

要申請 A6 要申請 A6

市内事業者 市外事業者

市内事業者 市外事業者
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２ サービスの基準 

人員、設備、運営の基準については、現行の介護予防訪問介護・介護予防通所介護と同様の基

準とします。 
また、同一の事業所において要支援者等と要介護者とを一体的にサービスを提供する場合、現

行と同様に、要支援者等と要介護者を合わせた数で基準を満たす必要があります。 
３ 単価 

基本は算定単位が１月あたりの包括報酬を用います。 

また、加算・減算については、現行の介護予防訪問介護・介護予防通所介護と同様です。 

なお、１単位あたりの単価は横浜市の地域区分単価によるため、横浜市訪問介護相当サービス

については11.12円、横浜市通所介護相当サービスについては10.72円となります。 

 

 

(1) 横浜市訪問介護相当サービスの基本報酬 

基本は１月あたりの包括単位を用いますが、28年度中に導入予定のサービスＡ（緩和した基

準によるサービス）と組み合わせることができるように、１回あたりの単位（１月の中で全部

で４回まで）及び20分未満の短時間サービスの単位を追加します。 

サービス内容略称 対 象 回数等 算定単位 

訪問型サービスⅠ 
事業対象者、 

要支援１・２ 

週１回程度の訪問が必要とさ

れた方に対する包括的支援 
１月につき 1,168単位 

訪問型サービスⅡ 
事業対象者、 

要支援１・２ 

週２回程度の訪問が必要とさ

れた方に対する包括的支援 
１月につき 2,335単位 

訪問型サービスⅢ 
事業対象者、 

要支援２ 

週２回を超える程度の訪問が

必要とされた方に対する包括

的支援 

１月につき 3,704単位 

訪問型サービスⅣ 
事業対象者、 

要支援１・２ 

１月につき４回まで 
１回につき   266単位 

訪問型短時間サービス 
事業対象者、 

要支援１・２ 

20分未満で主に身体介護を行

う場合 

※１月につき22回まで 

１回につき   165単位 

 

【ポイント】 

国保連合会に請求する流れは変わりませんが、サービスコードが変更になります。 

28年１月以降に認定の更新等により要支援認定を受け、総合事業に移行した方の訪

問介護・通所介護についてのみ、添付資料「横浜市総合事業サービスコード表」記載

の総合事業のサービスコードで請求してください。 

移行期間中は、予防給付の方と総合事業の方が混在しますのでご注意ください。 

【ポイント】 

包括報酬は、利用者に対して、一の事業所において、一月を通じて包括的に支援す

る場合に使用するものであるため、訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

と組み合わせる場合は、訪問型サービスⅣを用います。 

なお、横浜市訪問型短期予防サービスと組み合わせる場合は、包括報酬（訪問型サ

ービスⅠ～Ⅲ）を用います。 
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(2) 横浜市通所介護相当サービスの基本報酬 

回数等により整理し、要支援２・週１回程度の区分を追加します。 

サービス内容略称 対 象 回数等 算定単位 

通所型独自サービス１ 
事業対象者、

要支援１ 

週１回程度の通所が必要とさ

れた方に対する包括的支援 
１月につき1,647単位 

通所型独自サービス／２２ 要支援２ 
週１回程度の通所が必要とさ

れた方に対する包括的支援 
１月につき1,647単位 

通所型独自サービス２ 
事業対象者、

要支援２ 

週２回程度の通所が必要とさ

れた方に対する包括的支援 
１月につき3,377単位 

 

４ 利用者負担 

介護給付の利用者負担割合（原則１割、一定以上所得者は２割）と同じとします。 
また、給付における利用者負担額の軽減制度に相当する高額介護（介護予防）サービス費相当

事業等を実施します。 
なお、保険料を滞納している方が介護保険サービスを受けた時にとられる給付制限と同様の措

置については、当面、適用しません。 

 

５ 利用限度額 

指定事業者のサービスを利用する場合にのみ、給付管理を行います。 
要支援認定を受けた方が総合事業を利用する場合には、現在適用されている予防給付の利用限

度額の範囲内で、給付と総合事業を一体的に給付管理します。 
基本チェックリストにより事業対象者と判断された方については、予防給付の要支援１の利用

限度額と同じとします。 
 

○ 要支援１・事業対象者 ：  5,003単位 

○ 要支援２       ： 10,473単位 

【ポイント】 

介護予防通所介護では要支援２の方は、3,377単位の区分しか選択できませんでした

が、総合事業では要支援２の方であっても、介護予防ケアマネジメントにより週１回程

度の通所が必要とされた方については、1,647単位の区分を使用することになります。 

【ポイント】 

介護給付・予防給付のサービスについては、従来通り、給付制限は適用されます。 

総合事業に移行した要支援者で、被保険者証に給付制限の記載がある方の請求時、

給付のサービスについては給付制限が適用されますが、総合事業のサービスについて

は給付制限が適用されませんので、ご注意ください。 

 利用するサービス 

予防給付 総合事業 

要支援者 給付制限あり 給付制限なし 

事業対象者  給付制限なし 
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３－２ 横浜市訪問型短期予防サービス 

 

１ 目的 

早期介入による閉じこもり予防及び改善、社会参加の促進並びに介護予防を目的に、保健・医

療の専門職が３～６か月の短期間で集中的に実施するサービスです。 

 

○ 区福祉保健センターの嘱託看護師、保健師が直接実施し、本人の状態像にあった適切な支援

及び地域資源へのつなぎを行うことで、社会参加、要支援状態からの自立の促進及び重度化予

防を目指します。 

○ 実施にあたっては、地域包括支援センターと調整した上で、介護予防サービス計画又は介護

予防ケアマネジメントに位置づけます。 

 

２ 対象者 

○ うつ傾向及び運動機能の低下等の理由による、閉じこもり傾向のある方 

 

○ 心身の状況等の理由により、地域の通いの場等への参加が困難になった方 

 

 

３ サービス内容 

(1) 保健・医療の専門職によるアセスメント 

医療面、生活面も含め、総合的に本人の状態像を把握します。特に、日常生活に支障のある

生活行為等（例えば、「転倒不安があるため、怖くて買い物に行けない」等）を明らかにする

ためのアセスメントを行い、具体的な目標や支援に結び付けます。また、本人の状況に応じて、

適宜運動機能低下やうつ傾向に対するアセスメントシートを用いたアセスメントを行います。 

(2) 運動機能の改善・維持、健康管理のための支援 

本人の目標にあった運動機能改善のための運動指導等を行います。運動指導内容として「ハ

マトレ」や各区で独自に取り組んでいる体操等の活用を検討します。健康に関する問題を総合

的に把握し、必要な保健指導も行います。 

(3) アセスメントに基づいた多様なサービス及び地域の通いの場等への参加支援 

 本人の意向と状態像にあった地域資源につなげます。具体的には「地域資源の提案」「活動

場所との連絡調整」「見学同行」等です。 

（例）通いの場への通所が困難になった方（元気づくりステーションの参加が困難になった方等） 

（例）ロコモティブシンドローム（予備軍）や配偶者の他界による生きがいの喪失等の理由に

より、外出が億劫になりつつある方等 

＜横浜市訪問型短期予防サービス＞ 

社会参加の場へ「つなぐ」ことで介護予防を目指した効率的・効果的サービス 

 

＜注意＞ 

 本サービスは、短期間（３～６か月）で効果が見込まれることを前提としています。その

ため、長期の支援が必要と見込まれるケース（例えば、アルコール依存症等）については、

他の適切な支援方法を検討します。 
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４ サービス提供期間 

原則、３か月から６か月 

 

５ サービス利用の流れ 

(1) 事前相談 

介護予防サービス計画または介護予防ケアマネジメントにより、訪問型短期予防サービスを

検討する段階で、各区高齢・障害支援課へ事前に相談をします。 

(2) 介護予防サービス・支援計画(写)等の提供 

サービス利用の際は、地域包括支援センター（または委託先の居宅介護支援事業所）が立案

した、介護予防サービス・支援計画書、利用者基本情報についての写しを区へ提供します。 

(3) サービス担当者会の開催（あるいは訪問） 

介護予防サービス・支援計画書に基づいた、サービス計画（援助計画票）を区が立案します。

立案した援助計画票の写を、後日受け取ります。 

(4) サービス開始 

援助計画を基に、継続的な訪問支援等を行います。（３～６か月。利用者負担なし。） 

(5) 支援終了 

計画達成による終了、中断等による終了の際は、地域包括支援センター（または委託先の居

宅介護支援事業所）へ終了の連絡が入ります。 

(6) 終了報告 

区からの終了報告書を受け取ります。 

 

（訪問頻度） 

  訪問頻度は、１～２週間に１回を想定していますが、本人の状況や目標等を加味し、サ

ービス担当者会議にて決定します。 

（利用期間を超える場合） 

  利用期間は、原則６か月までですが、介護予防ケアマネジメントまたは介護予防サービ

ス計画の評価の際にその期間を超える支援が必要だと判断された場合は、最大３か月まで

に限り、延長利用を可能とします。 

（本サービスの複数回利用について） 

  既に本サービスを利用した方が、再度本サービスを利用することについては、状態の変

化があり介護予防ケアマネジメントまたは介護予防サービス計画にて必要と判断された場

合は、利用可能です。 

【ポイント】 

 委託先の居宅介護支援事業所が本サービスを活用する際は、必ず地域包括支援センターへ

一報の上、区と調整します。 
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＜事例紹介＞ 

 ひとり暮らしの70歳男性。地域との関わりが薄く、うつ傾向。外出については消極的で、

介護保険サービスも何かと理由をつけて利用をしていない。膝痛があり、整形外科に長年通

院するも、体操等で痛みを軽減するしかないと言われている。 

＜訪問型短期予防サービス導入＞ 

① アセスメントを実施。「楽しみもない」「昔は、よく麻雀をしていた」と、発言があっ

たことから、本人と話し合い、目標を「自力で近くの健康麻雀サークルに参加する」とし

た。 

② まずは、本人の健康状態を確認し、ひざ痛の改善のため、自宅内でハマトレと膝痛予防

体操を継続実施。その結果、痛みも軽減し、歩くことに対する自信がついた。 

③ 本人は初めての場所に行くことに抵抗を示していたため、健康麻雀サークルの代表者へ

事前に連絡調整をし、翌週地区センターの健康麻雀サークルの同行見学をすることにし

た。 

④ しかし、雰囲気に馴染めず、継続参加の意向はなかった。そこで、次は、町内会館で実

施している元気づくりステーション（健康麻雀や体操等を実施）と調整し、後日同行見学

することにした。 

⑤ 本人、元気づくりステーションを気に入り、毎週参加することになった。 
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６ 事務フロー（案） 

【流れ】 【概要】

関連様式 関連様式 関連様式

介護予防サー
ビス・支援計画
の確認・共有

報告

　
サービス支

援

訪問により支
援継続

支援終了

訪問型短期予
防サービス支

援終了

相談から
サービス利
用決定まで

サービス担当
者会議の開催
（あるいは訪
問）

利用決定

支援方針
支援計画

援助計画立
案・共有

≪　訪問型短期予防サービス≫　フロー図　　　　（案）　　　　　　　　　　　　　　　　

【本人】
【地域包括支援センター】

【委託先の居宅介護支援事業所】
【区　嘱託訪問看護師・保健師】

サービス導
入のための
事前相談

訪問型短期予
防サービスの
検討の時点
で、事前相談

①介護予防サービス計画、あるいは介

護予防ケアマネジメントにより訪問型短

期予防サービスの検討

②事前連絡（訪問型短期予防サービス
検討の主旨、何の目的で利用意向か、
おおまかな対象像について事前相談）

③事前相談を受ける。

*委託先の居宅介護支援事業所は、地域包括支援センター

に相談します。（①+②）

⑦立案した介護予防サービス・支援

計画書（写）、利用者基本情報（写）

を区へ提供

⑪【様式２】利用申込書受け取
り

㉒介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメントにおける訪問
型短期予防サービス終了

⑲終了連絡

⑫利用決定
【様式３】利用決定通知発行

㉑終了報告書受理

④導入検討の実施

⑧介護予防サービス・支援計

画書（写）、利用者基本情報

（写）の受理

⑨（在宅援助記録票1号様式３

－ｆ）記入

⑩【様式２】

利用申込書

(利用者作成)

⑬【様式３】

利用決定通知
受け取り

⑭【様式４】援助計画票（原本）
記入

⑯【様式４】 援助計画
票（写）を包括へ提供

⑮【様式４】
援助計画票
（写）を本人
へ渡す

⑰【様式５】援助継続記録記入

⑰【様式５】援助継続記録記入

⑱【様式４】援助計画票最終評
価記入

⑳【様式６】終了報告書記入

⑤導入検討の結果について結

果返しを行う

⑥事前相談を行った包括は、導入結
果について回答を得る
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３－３ 介護予防ケアマネジメント 

 

１ 概要 

地域包括支援センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれている環

境等に応じて、目標を設定し、その達成に向けて介護予防の取組を生活の中に取り入れ、自ら実

施・評価できるよう支援するものです。 

また、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続することにより、日常生活上

の何らかの困りごとに対して、心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を持っ

て生活できるような居場所に通い続けるなど、「心身機能」「活動」「参加」の視点を踏まえた

内容となるよう要支援者等の選択を支援していくことも重要です。 

  

○ 利用するサービスが「給付」または「給付＋総合事業」 → 介護予防支援（給付） 

○ 利用するサービスが「総合事業」「一般介護予防事業等」→  介護予防ケアマネジメント 

                                         （事業） 

２ 実施主体 

利用者本人が居住する地域包括支援センターにおいて実施します。 

なお、従来の介護予防支援と同様に、業務の一部を指定居宅介護支援事業所へ委託できます。 

 

委託できるのは、介護予防ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント）を行う

ケースで、以下のいずれかに該当する場合です。 

○ 要支援者 

○ 新規の事業対象者の場合（これまで介護保険申請をしたことがない方）は、地域包括支援セ

ンターで初回の介護予防ケアマネジメントを実施し１クール（概ね３か月）終了後のケアプラ

ンの継続、変更の時点以後であること 

○ 要支援の認定有効期間の終了後に更新申請せずチェックリストで事業対象者となった場合 

 

３ 類型 

国からは３類型示されていますが、本市では２類型を実施します。 

 

○ ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント） 

横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相当サービス及び横浜市訪問型短期予防サー

ビスを利用する場合等に実施します。 

○ ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント） 

指定事業所以外の多様なサービスを利用する場合等に実施しますので、29年４月以降の

活   用を検討します。 

○ ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

一般介護予防事業等を利用する場合等に実施します。 

利用者の自立に向けた意識を持続・向上できるよう１年以内に１回のモニタリングを実施し

ます。地域包括支援センターが実施します。 
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４ 報酬 

 

類 型 

 

利用サービス 実施機関 利用者 委

託 

開始月単位 ２か月目 

単位 

３か月目 

単位 

 

 Ａ 

現行相当 

サービス 

 

訪問型 

 サービスＣ 

指定居宅介護支

援事業者 

（地域包括支援

センターからの

委託） 

 

地域包括支援セ

ンター 

 

要支援者 

 

事業対象者 

 

 

 

可 

※ 

430単位 

(4,781円）  

  ＋ 

初回加算 300単位 

(3,336円） 

 

430単位 

 

430単位 

 

 

 Ｃ 

 

一般介護 

予防事業等 

 

地域包括支援セ

ンター 

 

 

要支援者 

 

事業対象者 

 

 

 

 

不

可 

430単位 

(4,781円）   

  ＋ 

初回加算 300単位 

(3,336円) 

 

なし 

 

なし 

 

※新規の事業対象者の初回の委託は不可です。 

 

○ 地域単価は、２級地（11.12円）とします。 

○ 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算は、300単位です。 

 

５ 受託に際しての注意点 

 ○ 「介護予防ケアマネジメント」業務を受託する場合は、地域包括支援センターと委託契約を 

  締結してください。 

 ○ 介護予防ケアマネジメントを開始するときは、利用者に重要事項説明を行ってください。 

 ○ 介護予防ケアマネジメントの契約を利用者と行う際は、新しい契約書様式をご活用ください。    

   （新しい契約書様式：介護予防支援・介護予防ケアマネジメント共通様式 ひな形） 

    →健康福祉局webにアップしています。 

      横浜市 介護予防支援（地域包括支援センター） で検索 

  

詳細：別紙① 指定介護予防支援事業所・指定居宅介護支援事業所の皆さま 

「介護予防ケアマネジメント利用者」への重要事項説明と契約事務について 

  別紙② 要支援１・２の認定を受けている皆さまへ 

介護予防サービスの仕組みが変わります。 
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平成 27 年 11 月 

指定介護予防支援事業所・指定居宅介護支援事業所の皆さま 

 

「介護予防ケアマネジメント」利用者への重要事項説明と契約事務について 

 

平成 28 年 1 月から介護予防・日常生活支援総合事業（以下、総合事業）が始まります。

これに伴い、地域包括支援センターでは「介護予防ケアマネジメント」業務が開始します。 

利用者が地域包括支援センターとの信頼関係の中で、安心してサービスを利用し、介護予

防に励むことができるために、新たに「介護予防ケアマネジメント」を開始する際は、必ず

重要事項説明をしてください。また、新しい契約書様式での契約を行うことをお薦めいたし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

■どうして新しい契約書に切り替えるの？ 

サービスの実施主体や有効期間の考え方などが変わるため、新しい契約書への切り替え

をお薦めします。 

■新しい契約書を作成する対象者（介護予防ケアマネジメントを実施する方）は？ 

 

要支援者 

 次の①、②両方に該当する方です。 

 
 
 
 

 
◎新しい契約書様式は介護予防支援・介護予防ケアマネジメント共通様式です。 

◎上記①のみ該当する方についても、次のようなサービス内容の変更により、今後②に

該当する可能性があるため、新しい契約書に切り替えておくことをお薦めします。 

 
 
 
 
 
 
 
 

サービス事業対象者 

現行相当サービス（訪問介護、通所介護）、訪問型サービスＣを利用する方 

※当面は、平成 28 年 1 月からチェックリストを試行実施する一部の地域包括支援センターのみ。 

①平成 28 年 1 月以降に新規・更新・区分変更により要支援認定を受けた方 

（認定有効期間の開始年月日が平成 28 年 1 月 1 日以降の方） 

②現行相当サービス（訪問介護、通所介護）、訪問型サービスＣを利用し、予防給

付のサービスを利用しない方 
 

★サービス内容の変更により、 

介護予防支援と介護予防ケアマネジメントを交互に実施する例 

【例１】通所サービス（旧 介護予防通所介護）を毎月利用し、隔月でショートス

テイ（短期入所生活介護：予防給付）を利用する方 

【例２】訪問サービス（旧 介護予防訪問介護）を毎月利用し、歩行器（介護予防

福祉用具貸与：予防給付）を不定期で利用する方 

裏面あり 

別紙 ① 
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■いつ契約書を作成するの？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎利用者への説明用の資料、説明時用のＱ＆Ａを添付しましたので、ご利用ください。 

 

横浜市健康福祉局 高齢在宅支援課 

■いつ契約書を作成するの？ 

 

要支援者 

 認定有効期間が平成 28 年 1 月以降に切り替わった方から順次作成します。 

 （例）認定有効期間が平成 28 年 9 月 1 日からとなる方は、 

契約開始日が平成 28 年 9 月 1 日となるよう契約書を締結します。 

 

サービス事業対象者 

 事業対象者として登録され（又は登録を前提に届出書を記入して）、介護予防ケアマネジ

メントを開始する際に作成します。 

 

 ■実際に行う事務は？ 

 

 重要事項説明と契約書等の締結を行います。 

地域包括支援センターまたは委託された居宅介護支援事業所は、利用者へ説明を行い、

同意を得てください。 

 

【作成書類】 

(1)重要事項説明書 (2)契約書 (3)説明書（契約書別紙） (4)個人情報使用同意書 

  

◎新しい契約書様式は、あくまでもひな型ですので、内容は施設や法人の判断で適宜修正

してください。 

◎上記の新しい契約書様式（ひな型）等は市ウェブサイトに掲載しています。 

http://www.city.yokohama.lg.jp 

/kenko/kourei/jigyousya/shinsei/shitei/kaigo-yobou/#sonota 

 横浜市 介護予防支援(地域包括支援センター) で検索してください。 
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平成 27 年 11 月 

要支援１・２の認定を受けている皆さまへ 
 

介護予防サービスの仕組みが変わります。 

～「ヘルパー派遣」と「デイサービス」が横浜市の事業になります～ 

 

◎介護保険法が改正され、今まで全国一律、同じ仕組みで提供していた介護予防サービス

のうち、ヘルパー派遣とデイサービスを横浜市の事業として提供することになりました。 
 

◎保険証の 認定期間の開始日が 28 年 1 月 1 日以降になる方から 新しい制度に変わりま

す。 

 

◎新しい制度に変わっても、引き続き、必要なサービスを利用することができます 。 

 

▼ あなたの利用するサービスを確認しましょう ▼ 

□ 訪問看護 □ 訪問サービス 

（旧訪問介護＝ヘルパー派遣） □ 通所リハビリテーション 

（デイケア） □ 通所サービス 

（旧通所介護＝デイサービス） □ 訪問リハビリテーション 

□ 福祉用具の貸与 □ 一般介護予防事業、 

元気づくりステーションなど □ 短期入所生活介護・療養介護 

（ショートステイ等） 

□ その他（           ） □ その他（            ） 
※予防給付 

上記のサービスは 

A 介護保険サービス （今までどおり） 

上記のサービスは 

B 新しい横浜市の総合事業サービス 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

A と B のサービス 

両方を利用する場合 

B のサービスのみを 

利用する場合 

A のサービスのみを 

利用する場合 

介護予防支援 
（介護予防ケアプラン）  

介護予防ケアマネジメント 
（介護予防ケアプラン）  

新しい横浜市のサービス

新しい契約書の作成 
契約更新合意書の作成 

または 

新しい契約書の作成（※１）  

別紙 ② 
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予防給付 

新しい横浜市の総合事業 予防給付 

 

今までどおり 

 
（※１）新しい契約書は介護予防支援・介護予防ケアマネジメント共通です。 

今後のサービス内容変更に対応できるので、新しい契約書を切り替えることをお薦めします。 

【参考】介護予防サービスの制度変更について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
          
 
 

 

 

◎「予防給付」のサービスを利用する方が、同時に「新しい横浜市の総合事業」のサービ

スを利用する場合は、介護予防支援となります。 ⇒ 表面参照 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

横浜市健康福祉局 高齢在宅支援課 

 

「要支援１」または「要支援２」の方 

予防訪問介護 
(ヘルパー派遣) 

予防通所介護 
(デイサービス) 

訪問看護、 
福祉用具等 

変更前 

変更後 
通所サービス 
(デイサービス等) 

訪問サービス 
(ヘルパー派遣等) 訪問看護、 

福祉用具等 

一般介護 

予防事業等 

介護予防支援（介護予防ケアプラン） 

介護予防支援 
（介護予防ケアプラン） 

介護予防ケアマネジメント（介護予防ケアプラン） 
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４ 今後の総合事業について（案）※以下、検討中の項目です。 

 

１ 横浜市総合事業の全体構想（案） 
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２ 訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）（案） 

現行の基準よりも人員等の基準を緩和し、多様なサービスの一つとして、必ずしも専門的なサ

ービスが必要でない方に生活援助を行えるようにします。 

これにより、介護人材のすそ野を広げます。 

 

(1) サービス内容 

掃除、洗濯、ベッドメイク、衣類の整理・被服の補修、一般的な調理、配下膳、買い物・薬

の受け取り 等 

・・・「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（厚生省平成 12年老計第

10号通知）において示されている生活援助 

 

(2) 実施方法 

事業者指定により実施します。 

指定については、訪問介護の指定事業者からの申請により行います。 

（実施当初は、既存の居宅サービス指定事業者からの申請を想定しています。） 

 

(3) サービスの基準 

厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」において、次のとおり例示

されていますので、これを参考に本市の基準について検討します。 

  

現行の訪問介護相当のサービス

（現行の基準と同様）
緩和した基準によるサービス

人

員

・管理者※1　　　　常勤・専従１以上

・訪問介護員等　　常勤換算2.5以上

 【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者】

・サービス提供責任者

　常勤の訪問介護員等のうち、利用者40人に１人以上　※2

 【資格要件：介護福祉士、実務者研修修了者、３年以上介

　　　　　　　護等の業務に従事した介護職員初任者研修等

　　　　　　　修了者】

※1　支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所

　　等の職務に従事可能。

※2　一部非常勤職員も可能。

・管理者※　　専従１以上

・従事者　　　必要数

　【資格要件：介護福祉士・介護職員初任者研修等修了者

　　　　　　　　又は一定の研修受講者】

・訪問事業責任者（仮称）　　従事者のうち必要数

　【資格要件：従事者に同じ】

※　支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業所

　等の職務に従事可能

設

備

運

営

・個別サービス計画の作成

・運営規程等の説明・同意

・提供拒否の禁止

・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態の管理

・秘密保持等　　　　　　・事故発生時の対応

・廃止・休止の届出と便宜の提供　等

　　　　　　　　　（現行の基準と同様）

・必要に応じ、個別サービス計画の作成

・従事者の清潔の保持・健康状態の管理

・従事者又は従事者であった者の秘密保持

・事故発生時の対応

・廃止・休止の届出と便宜の提供

訪

問

型

サ
ー

ビ

ス

の

基

準

・事業の運営に必要な広さを有する専用の区画

・必要な設備・備品

 

※ 下線は、市町村が基準を定める際に、法令により必ず遵守すべき事項。それ以外は、市町村が基準を策定す

るに当たっての参考例。 

 

(4) 単価 

「資格を持たない人材」が生活援助を担うことを念頭に、次の要素を考慮して算出します。 

 

・ 本市の訪問介護事業所アンケート調査による「生活援助のみの時間給の職員の時給」

及び「資格を持たない人材を雇用することを想定した場合の時給」 

・ 訪問介護の人件費割合（70％） 
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参 考 訪問介護事業所アンケート調査結果 

 

生活援助のみの時間給の職員の時給 

   

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

最低 平均 最高
 

 

「資格を持たない人材」を雇用することを想定した場合の時給 

34.9%

22.9%

12.7%

18.1%

1.8%
3.6%

5.4%

0.6%
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

 

※ 調査時の神奈川県最低賃金＝887円 

現在は 905円 

(5) スケジュール（予定） 

平成28年３月頃 メール配信システムにより詳細周知 

６月頃 集団指導講習会において説明 

10月頃 訪問型サービスＡ開始 
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３ 対象者となるケースとサービス提供の考え方（案） 

各サービスの対象者となるケースとサービス提供の考え方について、厚生労働省「介護予防・

日常生活支援総合事業のガイドライン」及び市内介護事業所・地域ケアプラザ等へのアンケート

調査等を踏まえ次のとおりとし、総合事業の本格実施（平成 29 年４月）からの適用を検討します。 

(1) 訪問型サービス等 

 
横浜市訪問介護相当サービス 

訪問型 

サービスＡ 

横浜市訪問型短期 

予防サービス 

市場で提供さ

れるサービス 

国

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

の

考

え

方 

１ 既にサービスを利用しているケース

で、サービスの利用の継続が必要とケア

マネジメントで認められるケース 

２ ケアマネジメントで、以下のような訪

問介護員による専門的なサービスが必

要と認められるケース 

（例） 

① 認知機能の低下や精神・知的障害に

より日常生活に支障があるような症

状や行動を伴う者 

② 退院直後で状態が変化しやすく、自

立支援に向けた専門的サービスが特

に必要な者 

③ ごみ屋敷となっている者や社会と

断絶している者などの専門的な支援

を必要とする者 

④ 心疾患や呼吸器疾患、がんなどの疾

患により日常生活の動作時の息切れ

等により、日常生活に支障がある者 

⑤ ストーマケアが必要な者 等 

 

※ 状態等を踏まえながら、多様なサービ

スの利用を促進していくことが重要。 

※ 一定期間後のモニタリングに基づき

可能な限り住民主体の支援に移行して

いくことが重要。 

○ 状態等

を踏まえ

ながら、

住民主体

による支

援等「多

様なサー

ビス」の

利用を促

進 

 

※ サービ

ス内容は

柔軟に提

供可能と

しつつ、

ケアマネ

ジメント

により、

利用者の

自立支援

に資する

サービス

を提供 

○ ケアマネジメン

トで、以下のような

支援が必要なケー

ス 

・ 体力の改善に向

けた支援が必要な

ケース 

・  健康管理の維

持・改善が必要な

ケース 

・ 閉じこもりに対

する支援が必要な

ケース 

・ ＡＤＬやＩＡＤＬ

の改善に向けた支

援が必要なケース 

 

※ 住民主体の通い

の場など多様な通

いの場に移行して

いくことが重要 

※ ３～６か月の短

期間で行う 

※  利用者に

より選択 

 

※  ケースに

応じてケア

マネジメン

トの対象 

市

の

考

え

方 

上記に加え、 

⑤’ストーマケア、インシュリン等、本

人が行う医療的な処置等に対して見

守りが必要な者 

⑥ 不適切な介護状態にある者 

⑦ 医師に指示された食事形態に配慮

した調理等が必要な者 

同 上 

１ うつ状態及び運動

機能低下等の理由

による、閉じこもり

傾向のある者 

２ 心身の状況等の理

由により、地域の通

いの場等への参加

が困難になった者 

同 上 
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(2) 通所型サービス等 

 
横浜市通所介護相当サービス 一般介護予防事業 

市場で提供さ

れるサービス 

国

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

の

考

え

方 

１ 既にサービスを利用しているケースで、サービスの

利用の継続が必要とケアマネジメントで認められる

ケース 

２ 「多様なサービス」の利用が難しいケース、不適切

なケース 

３ 通所により専門職の指導を受けながら集中的に生

活機能の向上のためのトレーニングを行うことで改

善・維持が見込まれるケース 

 

※ 状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促

進していくことが重要。 

※ 一定期間後のモニタリングに基づき可能な限り住

民主体の支援（通所型サービスＢや一般介護予防事

業）に移行していくことが重要 

○ 主に日常生活

に支障のない者

であって、通い

の場に行くこと

により介護予防

が見込まれるケ

ース 

※  利用者に

より選択 

市

の

考

え

方 

上記に加え、上記２の（例）として、 

① うつ状態及び運動機能の低下等の理由による閉

じこもり傾向のある者 

② 自宅での入浴が困難な者 

③ 不適切な介護状態にある者 

○ 65歳以上の全

ての者、その支

援のために活動

する者 

同 上 
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要介護認定に係る認定有効期間の見直しについて 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たり、市町村の事務負担を軽減するため、当該事

業を実施している市町村に限り、更新申請 時の要介護認定に係る有効期間を、一律に原則 12 か

月、上限 24 か月 に延長されることになりました。 

横浜市については、平成 28年１月より総合事業へ移行するため、平成 28年１月１日有効期間

開始の被保険者の更新申請分から延長が可能です。 

 

１ 適用時期 

  更新申請の有効期間延長について 

  平成 28 年１月１日から認定有効期間が開始する（平成 27年 11月１日以降の）更新申請から 

 

 

 

健康福祉局介護保険課 

認定担当 

ＴＥＬ 045-671-4256 

 

 

 

参 考 厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」（抜粋） 

 

 

 

 

平成 27 年 10 月１日健介保第９６１号

健康福祉局介護保険課長通知より抜粋 
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1 鶴見 矢向地域包括支援センター 横浜市鶴見区矢向4-32-11 社会福祉法人　横浜市福祉サービス協会

2 神奈川 片倉三枚地域包括支援センター 横浜市神奈川区三枚町199-4 社会福祉法人　若竹大寿会

3 西 藤棚地域包括支援センター 横浜市西区藤棚町2-198 社会福祉法人　横浜市福祉サービス協会

4 中 本牧原地域包括支援センター 横浜市中区本牧原6-1 社会福祉法人　横浜市福祉サービス協会

5 南 大岡地域包括支援センター 横浜市南区大岡1-14-1 社会福祉法人　社会事業協会

6 港南 日下地域包括支援センター 横浜市港南区笹下3-11-1 社会福祉法人　杜の会

7 保土ケ谷 仏向地域包括支援センター 横浜市保土ケ谷区仏向町1262-3 社会福祉法人　清光会

8 旭 南希望が丘地域包括支援センター横浜市旭区南希望が丘72-3 社会福祉法人　誠幸会

9 磯子 磯子地域包括支援センター 横浜市磯子区磯子3-1-22 社会福祉法人　横浜市福祉サービス協会

10 金沢 富岡東地域包括支援センター 横浜市金沢区富岡東4-13-3 社会福祉法人　若竹大寿会

11 港北 篠原地域包括支援センター 横浜市港北区篠原東2-15-27 社会福祉法人　横浜市社会福祉協議会

12 緑 ふじ寿か園 横浜市緑区西八朔町773-2 社会福祉法人　ふじ寿か会

13 青葉 荏田地域包括支援センター 横浜市青葉区荏田町494-7 社会福祉法人　横浜市社会福祉協議会

14 都筑 新栄地域包括支援センター 横浜市都筑区新栄町19-19 社会福祉法人　横浜市福祉サービス協会

15 戸塚 東戸塚地域包括支援センター 横浜市戸塚区川上町4-4 社会福祉法人　横浜市社会福祉協議会

16 栄 野七里地域包括支援センター 横浜市栄区野七里1-2-31 社会福祉法人　伸こう福祉会

17 泉 下和泉地域包括支援センター 横浜市泉区和泉が丘1-26-1 社会福祉法人　横浜市社会福祉協議会

18 瀬谷 二ツ橋第二地域包括支援センター横浜市瀬谷区二ツ橋469 社会福祉法人　横浜市社会福祉協議会

法人名区 包括名 包括所在地

◆平成27年度　基本チェックリスト試行実施地域包括支援センター選定事業者一覧
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横浜市総合事業サービスコード表の一部訂正とＣＳＶファイルの掲載について 

 

平成 27年 11月 30日 

 

１ 一部訂正 

  10月９日にＨＰ掲載のサービスコード表に一部誤り（※）があることが判明しました。 

訂正し、お詫びいたします（ＨＰのデータは 11月５日に正しいものと差し替えました）。 

 

※ 「３ 横浜市通所介護相当サービス（独自）サービスコード表」A6 6107、A6 6101、A6 6103

（通所型独自サービス提供体制強化加算）の「事業対象者、要支援１・２（週１回程度）」と

記載していた部分について、「事業対象者、要支援１（週１回程度）」が正しい記載となります。 

 

（誤） 

 

A6 6107 72単位加算 72
A6 6128 72単位加算 72
A6 6108 144単位加算 144
A6 6101 48単位加算 48
A6 6122 48単位加算 48
A6 6102 96単位加算 96
A6 6103 24単位加算 24
A6 6124 24単位加算 24
A6 6104 48単位加算 48

サービス提
供体制強化
加算

(1)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 事業対象者、要支援１・２（週１回程度）

要支援２（週１回程度）

事業対象者、要支援２（週２回程度）

(2)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 事業対象者、要支援１・２（週１回程度）

要支援２（週１回程度）

事業対象者、要支援２（週２回程度）

(3)サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 事業対象者、要支援１・２（週１回程度）

要支援２（週１回程度）

事業対象者、要支援２（週２回程度）

（省略）

 
 

（正） 

 

A6 6107 72単位加算 72
A6 6128 72単位加算 72
A6 6108 144単位加算 144
A6 6101 48単位加算 48
A6 6122 48単位加算 48
A6 6102 96単位加算 96
A6 6103 24単位加算 24
A6 6124 24単位加算 24
A6 6104 48単位加算 48

事業対象者、要支援２（週２回程度）

事業対象者、要支援１（週１回程度）

要支援２（週１回程度）

事業対象者、要支援１（週１回程度）

要支援２（週１回程度）

（省略）

(3)サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

要支援２（週１回程度）

事業対象者、要支援２（週２回程度）

サービス提
供体制強化
加算

(1)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

(2)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

事業対象者、要支援２（週２回程度）

事業対象者、要支援１（週１回程度）

 
 

 

２ ＣＳＶファイルの掲載 

  サービスコード表のＣＳＶファイルをＨＰに掲載しますので、御活用ください。 

 

  掲載ＵＲＬ（介護予防・日常生活支援総合事業関連のページ） 

http://www.city.yokohama.lg.jp/kenko/kourei/jigyousya/27sougou/ 

 

 

横浜市健康福祉局高齢在宅支援課 
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要支援者については、平成 28年１月以降に認定の更新等により要支援認定を受けた方についての

み、総合事業のサービスコードを使用します（認定の更新等までは、従前の介護予防訪問介護・介

護予防通所介護のサービスコードを使用します。）。 

移行期間中は、予防給付の方と総合事業の方が混在しますのでご注意ください。 

 

総合事業については、市町村によってサービスコード、基準等が異なります。 

 横浜市内の事業者が他市町村の被保険者（住所地特例対象者を除く。）に対してサービスを提供す

る場合は、当該市町村の基準等により、当該市町村の設定するサービスコードを使用します。 

 逆に、横浜市外の事業者が横浜市の被保険者（住所地特例対象者を除く。）に対してサービスを提

供する場合は、横浜市の基準等により、横浜市のサービスコードを使用します。 

 

 

訪問型サービス 

 

１ 横浜市訪問介護相当サービス（みなし）サービスコード表（サービス種類コードＡ１） 

  平成 27年３月 31日までに介護予防訪問介護の指定を受けていた「みなし指定事業者」が使

用します。 

 

２ 横浜市訪問介護相当サービス（独自）サービスコード表（サービス種類コードＡ２） 

平成 28年１月以降の横浜市訪問介護相当サービス指定事業者（平成 27年４月以降に介護予

防訪問介護の指定を受けた事業者など）が使用します。 

 

 

通所型サービス 

 

３ 横浜市通所介護相当サービス（独自）サービスコード表（サービス種類コードＡ６） 

通所は、横浜市の被保険者（住所地特例対象者を除く。）について全ての事業者が使用します。 

 

 

介護予防ケアマネジメント 

 

４ 横浜市介護予防ケアマネジメント 費用コード 

（注意）予防給付のサービスを利用する場合は、従来の介護予防サービス計画になりますので、

「介護予防支援サービスコード」を使用します。 

 

 

横浜市介護予防・日常生活支援総合事業費 

単位数サービスコード表 

（平成 28年１月版） 
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問

型
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅲ

(3
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅲ

）
(2

)で
算

定
し

た
単

位
数

の
 9

0
％

 加
算

A
1

6
2
7
5

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅳ

(4
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅳ

）
(2

)で
算

定
し

た
単

位
数

の
 8

0
％

 加
算

平
成

2
7
年

３
月

3
1
日

ま
で
に
介
護
予
防
訪
問
介
護

の
指

定
を

受
け

て
い

た
「

み
な

し
指

定
事

業
者

」
が

使
用

し
ま
す
。

１
　

横
浜

市
訪

問
介

護
相

当
サ

ー
ビ

ス
（
み

な
し

）
　

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ド
表

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
み

な
し

）
（
Ⅳ

）

算
定

項
目

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ド
サ

ー
ビ

ス
内

容
略

称

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％ 1

0
0
単

位
加

算
2
0
0
単

位
加

算

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
み

な
し

）
（
Ⅰ

）

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
み

な
し

）
（
Ⅱ

）

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
み

な
し

）
（
Ⅲ

）

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

合
成

単
位

数
算

定
単

位
１

月
に

つ
き

１
日

に
つ

き

　
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
は

、
支

給
限

度
額

管
理

の
対

象
外

の
算

定
項

目

１
月

に
つ

き

１
月

に
つ

き

１
日

に
つ

き

１
月

に
つ

き

生
活

機
能

向
上

連
携

加
算

初
回

加
算

１
日

に
つ

き

１
回

に
つ

き

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
み

な
し

）
（
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

）
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種
類

項
目

A
2

1
1
1
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

1
,1

6
8

A
2

1
1
1
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

・
初

任
（
週

１
回

程
度

）
8
1
8

A
2

1
1
1
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

・
同

一
1
,1

6
8
単

位
1
,0

5
1

A
2

1
1
1
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

7
3
6

A
2

2
1
1
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

日
割

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

3
8

A
2

2
1
1
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

日
割

・
初

任
（
週

１
回

程
度

）
2
7

A
2

2
1
1
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

日
割

・
同

一
3
8
単

位
3
4

A
2

2
1
1
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅰ

日
割

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

2
4

A
2

1
2
1
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

2
,3

3
5

A
2

1
2
1
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

・
初

任
（
週

２
回

程
度

）
1
,6

3
5

A
2

1
2
1
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

・
同

一
2
,3

3
5
単

位
2
,1

0
2

A
2

1
2
1
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

1
,4

7
2

A
2

2
2
1
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

日
割

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

7
7

A
2

2
2
1
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

日
割

・
初

任
（
週

２
回

程
度

）
5
4

A
2

2
2
1
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

日
割

・
同

一
7
7
単

位
6
9

A
2

2
2
1
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅱ

日
割

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

4
9

A
2

1
3
2
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

事
業

対
象

者
、

要
支

援
２

3
,7

0
4

A
2

1
3
2
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

・
初

任
（
週

２
回

を
超

え
る

程
度

）
2
,5

9
3

A
2

1
3
2
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

・
同

一
3
,7

0
4
単

位
3
,3

3
4

A
2

1
3
2
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

2
,3

3
4

A
2

2
3
2
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

日
割

事
業

対
象

者
、

要
支

援
２

1
2
2

A
2

2
3
2
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

日
割

・
初

任
（
週

２
回

を
超

え
る

程
度

）
8
5

A
2

2
3
2
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

日
割

・
同

一
1
2
2
単

位
1
1
0

A
2

2
3
2
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅲ

日
割

・
初

任
・
同

一
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

7
7

A
2

2
4
1
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅳ

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

2
6
6

A
2

2
4
1
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅳ

・
初

任
（
週

１
回

程
度

）
1
8
6

A
2

2
4
1
4

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅳ

・
同

一
2
6
6
単

位
2
3
9

A
2

2
4
1
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
Ⅳ

・
初

任
・
同

一
※

１
月

に
つ

き
４

回
ま

で
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

体
制

減
算

　
×

 7
0
％

1
6
7

A
2

1
4
1
1

訪
問

型
独

自
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

事
業

対
象

者
、

要
支

援
１

・
２

1
6
5

A
2

1
4
1
3

訪
問

型
独

自
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

・
初

任
（
2
0
分

未
満

）
1
1
6

A
2

1
4
1
4

訪
問

型
独

自
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

・
同

一
1
6
5
単

位
1
4
9

A
2

1
4
1
5

訪
問

型
独

自
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

・
初

任
・
同

一
※

１
月

に
つ

き
2
2
回

ま
で

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

1
0
4

A
2

4
0
0
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
初

回
加

算
2
0
0

A
2

4
0
0
2

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
生

活
機

能
向

上
加

算
1
0
0

A
2

6
2
7
0

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅰ

(1
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅰ

）
所

定
単

位
数

の
 8

6
/
1
0
0
0
 加

算

A
2

6
2
7
1

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅱ

(2
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅱ

）
所

定
単

位
数

の
 4

8
/
1
0
0
0
 加

算

A
2

6
2
7
3

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅲ

(3
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅲ

）
(2

)で
算

定
し

た
単

位
数

の
 9

0
％

 加
算

A
2

6
2
7
5

訪
問

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
処

遇
改

善
加

算
Ⅳ

(4
)介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
（
Ⅳ

）
(2

)で
算

定
し

た
単

位
数

の
 8

0
％

 加
算

平
成

2
8
年

１
月

以
降
の
横
浜
市
訪
問
介
護
相
当
サ

ー
ビ

ス
指

定
事

業
者

（
平

成
2
7
年

４
月

以
降

に
介

護
予

防
訪

問
介
護
の
指
定
を
受
け
た
事
業
者
な
ど
）
が
使
用
し
ま
す
。

２
　

横
浜

市
訪

問
介

護
相

当
サ

ー
ビ

ス
（
独

自
）
　

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ド
表

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

サ
ー

ビ
ス

コ
ー

ド
サ

ー
ビ

ス
内

容
略

称
算

定
項

目

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
独

自
）

（
Ⅱ

）

算
定

単
位

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
独

自
）

（
Ⅰ

）

１
月

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

合
成

単
位

数

１
日

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

１
月

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

１
日

に
つ

き

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

１
回

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

１
日

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
独

自
）

（
短

時
間

サ
ー

ビ
ス

）

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
独

自
）

（
Ⅲ

）

１
月

に
つ

き

同
一

建
物

に
居

住
す

る
利

用
者

に
対

す
る

減
算

　
×

　
9
0
％

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
体

制
減

算
　

×
 7

0
％

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
費

（
独

自
）

（
Ⅳ

）

　
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
は

、
支

給
限

度
額

管
理

の
対

象
外

の
算

定
項

目

初
回

加
算

2
0
0
単

位
加

算
１

月
に

つ
き

生
活

機
能

向
上

連
携

加
算

1
0
0
単

位
加

算
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算

49



種
類

項
目

A
6

1
1
1
1

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
１

1
,6

4
7
単

位
1
,6

4
7

１
月

に
つ

き

A
6

1
1
1
2

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
１

日
割

5
4
単

位
5
4

１
日

に
つ

き

A
6

1
2
2
1

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
／

２
２

1
,6

4
7
単

位
1
,6

4
7

１
月

に
つ

き

A
6

1
2
2
2

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
／

２
２

日
割

5
4
単

位
5
4

１
日

に
つ

き

A
6

1
1
2
1

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
２

3
,3

7
7
単

位
3
,3

7
7

１
月

に
つ

き

A
6

1
1
2
2

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
２

日
割

1
1
1
単

位
1
1
1

１
日

に
つ

き

A
6

6
1
0
9

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
若

年
性

認
知

症
受

入
加

算
2
4
0
単

位
加

算
2
4
0

A
6

6
1
0
5

通
所

型
独

自
サ

ー
ビ

ス
同

一
建

物
減

算
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費用コード 費用コードの名称 単位数

1001 介護予防ケアマネジメントＡ 430

1002 介護予防ケアマネジメントＡ・初回 730

1003 介護予防ケアマネジメントＡ・連携 730

1004 介護予防ケアマネジメントＡ・初回・連携 1,030

1005 介護予防ケアマネジメントＣ・初回 730

４　横浜市介護予防ケアマネジメント　費用コード

（注意）　予防給付のサービスを利用する場合は、従来の介護予防サービス計画になりますので、
　　　　「介護予防支援サービスコード」を使用します。
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横浜市介護予防・日常生活支援総合事業についてのＱ＆Ａ 

 

平成 27 年 11 月 30 日更新版 

第１ 対象者と利用手続 

 

 

問１ 他市に住民登録している利用者（他市の被保険者）がいる。 

その市が総合事業を実施している場合、まだ実施していない場合があるが、

サービスコードは何を使用するのか。 

 

（答） 

  横浜市の事業者がサービスを提供する場合、他市の被保険者について、その市が

総合事業を実施していれば、その市のサービスコードを使用し、まだ総合事業を実

施していなければ、従来の介護予防給付のサービスコードを使用します。 

 

 

問２ 住所地特例者に対する総合事業のサービス提供はどのようになるのか。 

（答） 

住所地特例対象者に対する総合事業については、居住する施設が所在する市町村

（以下「施設所在市町村」という。）が行います。したがって、他市町村の被保険

者であっても、横浜市に施設がある住所地特例対象者については、横浜市の総合事

業のサービスを提供します。 

 

 【住所地特例対象者に対して提供されるサービス】 

 保険者市町村 施設所在市町村 利用できるサービス 

① 給付 給付 給付 

② 給付 総合事業 総合事業 

③ 総合事業 給付 給付 

④ 総合事業 総合事業 総合事業 

 

また、27 年４月から、総合事業の基本チェックリスト及び介護予防ケアマネジメ

ントとともに、予防給付による介護予防支援について、施設所在市町村の地域包括

支援センターが行うことになりました。 

介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、被保険者証の

住所欄を必ず確認してください（他市町村の被保険者証であっても、住所欄が横浜

市内であれば実施の対象となります。逆に、横浜市の被保険者証であっても住所欄

が他市町村であれば、対象外となります）。 

なお、要介護・要支援認定については、これまでどおり保険者市町村が行います。 
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第２ 横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相当サービス 

１ 事業者の指定 

 

 

問１ 「みなし指定」等の指定の有効期間が30年３月31日までということだが、そ

れ以降はどのような手続になるのか。 

 

（答） 

 みなし指定を受けた事業者等について、30 年４月以降も事業を継続する場合には、

総合事業の指定の更新を受ける必要があります（申請手続については、追ってご案

内します。）。 

横浜市外の市町村の被保険者が利用している事業所については、当該他の市町村

の指定更新も必要となります。 

 

 

【市外事業所向け】 

問２ 横浜市外に所在する事業所で、横浜市の被保険者に対して総合事業のサービ

スを提供する場合、どのような手続になるのか。 

 

（答） 

 訪問のみなし指定の事業者については、特に手続は必要ありません。 

 通所のみなし指定の事業者については、横浜市が他市町村とは異なるサービスコ

ードを使用する（サービス種類コードが一般的なＡ５ではなくＡ６を使用する）た

め、市外事業所は横浜市への届出が必要になります（手続については、追ってご案

内します。）。 

 また、訪問・通所のみなし指定以外の事業者については、本市への指定申請が必

要になります。 

 

 

２ 単価 

 

 

問１ １月あたりの包括報酬のサービスの利用者に、要介護と要支援の認定をまた

がる区分変更、要支援１・２の間での区分変更があった場合の取扱いはどうす

るか。 

 

（答） 

  日割りで算定しますので、１日あたりの単位を使用してください。 

 

 

問２  訪問型サービスⅣ（１回あたりの単位）は「１月につき４回まで」とある

が、週１回程度のケアプランで、同じ曜日が５回ある月はどうするのか。 

 

（答） 

  １月につき４回までの範囲でのみ算定可能です。 
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問３ 訪問型短時間サービス（20 分未満の身体介護等）はどのようなものを想定し

ているのか。 

 

（答） 

  排泄介助、体位交換、服薬介助、起床介助、就寝介助等といった利用者の生活に

とって必要な短時間の身体介護を想定しています。訪問介護の内容が単なる本人の

安否確認や健康チェックであり、それに伴い若干の身体介護を行う場合には、算定

できません。 

 

 

問４ 訪問型短時間サービス（20 分未満の身体介護等）は一日のうちに複数回の利

用も可能なのか。 

 

（答） 

  可能です。ただし、前回提供した訪問型短時間サービスから２時間の間隔を空け

ずにサービスを提供した場合においては算定できません。 

 

 

問５ 訪問型短時間サービス（20 分未満の身体介護等）は外出介助の際に算定可能

か。 

 

（答） 

  外出介助に関しては、指定訪問介護サービスの身体介護中心型の外出介助の算定

要件を満たす場合のみ算定が可能です。 

 

 

問６ 通所について、要支援２・週１回程度の区分が追加されたが、要支援１・週

２回程度の区分等は追加しないのか。 

 

（答） 

  市町村が単価を設定するに当たっては、国が定める額（予防給付の単価）が上限

とされていますので、要支援１の方について、現在の 1,647 単位を上回る単価を設

定することはできません。 

 

 

問７ 通所について、要支援１で週２回程度の利用が必要な利用者への対応はどう

するか。 

 

（答） 

  基本報酬で設定した回数については、現在の利用実態等から標準的に想定される

回数を示したものです。包括的支援を行う必要があるため、ケアマネジメントを踏

まえ、事業者と利用者の契約により適切な利用回数、利用時間でサービスを提供し

てください。 
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問８ 通所について、要支援２で１・３・５週は週２回、２・４週は週１回で利用

している場合、週２回の単位でよいか。 

 

（答） 

  適切なアセスメントにより作成されたケアプランにおいて、サービス担当者会議

等によって得られた専門的見地からの意見等を勘案して、標準的に想定される１週

あたりのサービス提供頻度に基づき、各区分を位置付けてください。 

 

 

問９  通所について、週２回程度の通所が必要とされた方が、本人の都合によ 

り、その月は週１回しか利用しなかった場合の請求はどうするのか。 

 

（答） 

  単なる利用者の都合により提供回数が過少になった場合においては報酬区分を変

更する必要はありません。 

  ただし、利用者の状況等に変化がある場合には、翌月以降の区分の変更を検討し

てください。 

 

 

 

３ 定款・契約書等（訪問介護・通所介護事業者対象） 

 

 

問１ 事業の目的として定款へ位置付ける際には事業名としてどのように記載する

のが適切か。 

 

（答） 

介護保険法で使用されている用語にて記載していただくことが適当であると考え

ます。 

【例】「介護保険法に基づく第一号事業」 

※ 定款変更について、所轄官庁の許認可が必要な場合は、必ず所轄官庁へその

変更についてご相談ください。（株式会社や有限会社等の営利法人の場合、所

轄官庁はありません。） 

 

 

問２ 横浜市所管の社会福祉法人で、第二種社会福祉事業として「老人居宅介護等

事業」「老人デイサービス事業」という老人福祉法の名称で規定している場合、

定款の変更は必要か。 

 

（答） 

老人福祉法が改正され「老人居宅介護等事業」の定義には「第一号訪問事業」、

「老人デイサービス事業」の定義には「第一号通所事業」が含まれているため、こ

の場合、定款の変更は必要ありません。 
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問３ 横浜市所管の社会福祉法人で地域包括支援センターを運営している。定款に

は公益事業として「地域包括支援センター」と規定しているが、第一号介護予

防支援事業を実施するにあたり定款の変更は必要か。 

 

（答） 

第一号介護予防支援事業は地域包括支援センターが実施する事業ですので、「地

域包括支援センター」と規定されているのであれば、定款の変更は必要ありません。 

 

 

問４ 総合事業になり、運営規程や契約書を変更する必要があるのか。 

必要な場合、どのような文言を使用するのが適切か。 

 

（答） 

運営規程や契約書については、提供するサービスが変わるため、変更の必要があ

ると考えます。 

事業名称については、具体的な事業の内容が分かる名称を使用することが適切と

考えます。 

【例】「第一号訪問事業（横浜市訪問介護相当サービス）」 

「第一号通所事業（横浜市通所介護相当サービス）」等 

 

 

問５ 運営規程は介護とは別に総合事業単独でつくるのか。 

 

（答） 

別々に作成しても、一体的に作成しても差し支えありません。 

 

 

問６ 現在、「訪問介護および介護予防訪問介護サービス利用契約書」としているが

、その中に「総合事業」も含めた様式として差し支えないか。 

 

（答） 

 契約書の内容については、提供されるサービスの内容、その他契約の内容につい

て、誤解が生じない記載であれば、介護給付によるサービスと総合事業のサービス

の内容も併せた契約書様式として差し支えないと考えます。 

 

 

問７ 介護予防訪問介護を利用している利用者が、横浜市訪問介護相当サービスを

利用する事になった場合、契約書は改めて取り交わす必要があるのか。 

 

（答） 

改めて取り交わすことが適当と考えます。 

しかしながら、提供されるサービスの内容、その他契約の内容について、誤解が

生じないようであれば、覚書等を取り交わすといった対応でも差し支えないと考え

ます。 
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問８ 制度自体も変わるので、計画書の策定は平成28年１月１日に行うべきか。 

 

（答） 

予防給付を継続する利用者については、平成 28 年１月１日に改めてサービス計

画書を作成する必要はありません。 

総合事業としてサービスを提供する利用者から順次、サービス計画書を作成する

必要があります。 

 

 

問９ サービス計画書の作成方法、書式などは現行の介護予防サービスのものを流

用し現行の方法で処理してよいのか。 

「事業対象者」など明記する必要はあるのか。 

 

（答） 

総合事業に移行後にサービスを提供する場合には、サービス計画書の表題は、

「介護予防サービス計画書」ではなく、「第１号訪問サービス（横浜市訪問介護相

当サービス）計画書」等に修正し、現行のものを流用して処理してください。 

なお、計画書に要支援等の区分が記載されている場合には、新たに「事業対象

者」の区分を設けてください。 

 

第３ 横浜市訪問型短期予防サービス 

 

 

問１ 横浜市訪問型短期予防サービスについて、地域の通いの場等へ参加支援がサ

ービス内容に入っているが、具体的にはどのようなイメージか。 

 

（答） 

地域の通いの場等への参加支援の内容ですが、「地域資源の提案」「地域資源との

連絡調整」「見学同行」等を想定しています。 

 

第４ 介護予防ケアマネジメント 

 

 

問１ 介護予防ケアマネジメント費について 

①  事業所から横浜市への請求情報を送付はどのような形になるのか。 

②  サービスコードでなく費用コードを入力することになっているが、費用コードで

請求する形となるのか。 

③  地域単価について、今後、予防給付と総合事業で違う単価になる可能性はあるの

か。 

 

（答） 

①請求情報をメールで横浜市へ送信していただきます。請求事務の詳細は「介護

予防支援・介護予防ケアマネジメント指針」に掲載します。 

②費用コードで請求していただきます。 

③28 年 1 月時点では、いずれも「地域単価 11.12 円」とします。 
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問２ 認定有効期間の開始日が28年1月1日からの要支援者について、 

①  月により、総合事業のみの場合と、予防給付+総合事業の場合があるようなケー

ス（通常は、訪問サービスまたは通所サービスのみで、時々ショート利用するな

ど ） 

② 総合事業のみの利用者が、月途中から用具レンタルすることになったケース、

逆に用具レンタルをやめるケース 

等が想定されるが、「介護予防サービス計画」と「介護予防ケアマネジメント」ど

ちらを作成することになるのか？ 

  

（答） 

総合事業のサービスのみを利用する月は介護予防ケアマネジメント、予防給付 

と総合事業の両方のサービスを利用する月は介護予防サービス計画（予防給付） 

 となります。そのため、月ごとにサービス内容に応じて、介護予防支援費または 

 介護予防ケアマネジメント費を選択して請求します。 

1 日でも予防給付のサービスを利用する場合は、その月は介護予防支援費とし 

  て請求します。 

 

 

第５ その他 

 

 

問１ 総合事業のみ利用する場合で給付管理票が必要となるのは、指定事業者のサ

ービスを利用する場合だけか。（支給限度額管理の対象ではないサービスのみ利

用している場合、給付管理票は必要ないということでよいか）。 

 

（答） 

貴見のとおりです。 

 

 

問２ 介護サービスの提供にかかる事故に対応する為、損害保険に加入しているが

、その保険は適用になるのか。 

 

（答） 

個別の契約内容によりますので、契約している保険会社に確認してください。 

 

 

問３ 生活保護受給者が総合事業を利用する場合は自己負担か公費負担か。 

（答） 

介護扶助費（公費負担）として、指定事業所によるサービス提供については、利

用者の自己負担分について給付を行います。 
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Ｅメールの宛先 

kf-zai-sougou2@city.yokohama.jp   
※ 12 月 14 日（月）までに電子メールで送信してください。 

 

平成 27 年 11 月 30 日 横浜市介護予防・日常生活支援総合事業 説明会

質 問 票 

事業所名  

サービス種別  

担当者名  送信日 平成 27 年 月 日 

電話番号  メールアドレス  

質問項目 

資料 

ページの 

（例：通所介護相当サービスの基本報酬について 等） 

  

【質問内容】 

 

 

 

【回答】 

 

 

※ 他の事業所と情報共有するため、原則としてＱ＆Ａとして横浜市ホームページに掲載

します。未定の部分についてはお答えできかねますのでご了承ください。 
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